
1 

 

 

成果目標１ 

『福祉施設入所者の地域生活への移行』 

 

数値目標 目標数値 実績値 実施状況 

① 福祉施設から地域生活への移行 

平成３２年度末における地域移行者の見込（目標

値）を２０人（９.２％）以上とする。 

２０人 １２人※１ 

・施設入所者に対する定期的な障害支援区分認定調査によって、

本人の状況及び障害支援区分を把握し、それらの者の地域生活

への移行の可能性について検討を行っている。 

・令和元年度においては加古川市地域生活支援拠点等施設整備事

業を実施した。なお、国庫及び県費の補助事業を活用した事業

所の新規開設予定があり、新たな入居者を見込める状況にあ

る。 

② 施設入所者数の削減 

平成３２年度末における削減の見込み（目標値）

を５人（２.３％減）以上とする。 

５人 ３人※２ 

・毎年、共同生活援助の利用や在宅生活と地域移行をしている一 

方で、施設入所者の死亡、医療機関への入院、介護施設への入

所などにより入所者数の削減になっているが、入所希望者が多

数控えていることもあり、増減が繰り返されている。 

※１ 平成２９、３０年、令和元年度末合計値、※２ 令和元年度末時点 

市評価  協議会意見 

Ａ 

①目標数値に対する進捗率は６０％である。新規グルー

プホームの開設に伴い、障害者支援施設や相談支援専門

員に働きかけるなど、地域移行の可能性のある者につい

ての具体的な調整を行っている。 

令和元年度においては、加古川市地域生活支援拠点等

施設整備事業の実施により３件の新規開設に至った。 

②令和元年度末時点での施設入所者は２１３人である。 

新たな入所者により目標値を下回っているが、令和２年 

度末の目標達成に向け引き続き目標①の課題に取り組 

んでいく。 

  

※ Ａ・・・順調に進んでいる   Ｂ・・・やや遅れている   Ｃ・・・大幅に遅れている  
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成果目標２ 

『精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築』 

 

 

目標 実施状況 

平成３２年度末までに、精神障がい者に対する地域生活への移行及び定着

のための途切れのない支援の推進や地域理解の醸成、ピアサポーターの活

用などを進めるため、保健・医療・福祉関係者による協議の場を設置す

る。 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築等について、加古川

市障害者自立支援協議会内で協議の場として位置づけている「くらし専

門部会」では、精神障害への理解を地域で深めていくための取り組みに

ついて検討を行った。また、ピアサポータ－の活用については、加古川

健康福祉事務所と連携し、ピアサポーター交流会（年２回開催）やピア

サポーター支援者会議（年１回開催）に参加した。 

 

市評価  協議会意見 

Ｂ 

・協議の場の設置のみに留まらず、保健、医療、福祉の

各関係者にて情報共有を行った。引き続き精神障がい

者への支援や理解を深めるための取組みについて検討

を重ねていく。 

・ピアサポーターの活用は地域移行や地域定着の促進が

期待されるが、ピアサポーター自体の数は十分ではな

い状況にある。今後も継続して加古川健康福祉事務所

と連携することで活動のさらなる活性化を図っていき

たい。 

  

※ Ａ・・・順調に進んでいる   Ｂ・・・やや遅れている   Ｃ・・・大幅に遅れている  

様式第２号 令和元年度進捗状況評価シート 
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成果目標３ 

『地域生活支援拠点等の整備』 

 

目標 実施状況 

平成３２年度末までに、地域生活支援拠点等を、他領域にまたがる複数の

機関が分担して機能を担う「面的整備型」により整備する。 

※具体的には、下記の５つの機能の整備を完了することを目標とする。 

①相談 

②緊急時の受け入れ・対応 

③体験の機会・場 

④専門的人材の確保・養成 

⑤地域の体制づくり 

・地域生活支援拠点等の整備について、加古川市障害者自立支援協議会内で

協議の場として位置づけている「くらし専門部会」では、②の対応のため

市内短期入所支給決定者の状況を共有し、市内短期入所事業所の空き状況

を試験的に数ヶ所の相談支援事業所が活用した。また、緊急時における短

期入所の利用において、事業者が受け入れしやすくなるよう報酬の上乗せ

制度を平成３０年度に引き続き実施。 

・③の整備を促すため、グループホーム等を新規開設する事業者に対し加古

川市地域生活支援拠点等施設整備事業を実施した。 

 

 

市評価  協議会意見 

Ａ 

・地域生活支援拠点等の備えるべき 5つの機能のうち①

に関しては加古川市障がい者基幹相談支援センター、

⑤に関しては、くらし専門部会が担っている。 

・③に関して、令和元年度に補助制度の利用により３事

業所の新規開設に至った。引き続き②及び③のハード

面の整備を進めていく。 

・④に関しては、加古川市障がい者基幹相談支援センタ

ー主催の研修会を実施し専門性の向上に努めている。 

  

※ Ａ・・・順調に進んでいる   Ｂ・・・やや遅れている   Ｃ・・・大幅に遅れている  

様式第３号 
令和元年度進捗状況評価シート 
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成果目標４ 

『福祉施設から一般就労への移行等』 

 

数値目標 目標数値 実績値 実施状況 

① 福祉施設から一般就労への移行者数の増加 

平成３２年度末時点における福祉施設から一般就労への移行

者の目標値を平成２９年度の実績見込（２２人＝基準値）の

１.５倍である３３人以上とする。 

３３人 ５８人※1
 

・加古川市障害者自立支援協議会内で協議の場として

位置づけている「しごと専門部会」において、就労

系事業所を対象にした意見交換会を開催した。ま

た、事業所空き状況調査や就労サポートブックの改

訂を行った。日中活動系事業所の空き状況や相談支

援事業所の受入れ可能状況の調査も行った。 

② 就労移行支援の利用者数の増加 

平成３２年度末における就労移行支援の利用者見込（目標

値）を５９人（４９人×１.２倍）以上とする。 

５９人 ５５人※2
 

・一般就労を目標とし、サービス利用を希望する方に

対して、支給を決定している。 

③ 就労移行支援事業所の就労移行率の向上 

平成３２年度末の就労移行率３０％以上を達成する就労移行

支援事業所の割合を１００％とする。 

１００％ １００％ 

・令和元年度末時点での移行率３０％以上を達成して 

いる就労移行支援事業所の割合は１００％であり、目 

標は達成している。 

④ 各年度における就労定着支援による支援開始から１年後の
職場定着率の向上 

就労定着支援開始１年後の職場定着率を８０％以上とする。 

８０％ ８０％※3
 

・平成３０年１０月以降に支給を開始した利用者１０ 

 人のうち、８人が就労定着支援開始１年後も職場定

着している。 

※１、※２、※３ 令和元年度末時点  

市評価  協議会意見 

Ａ 

①③④について、令和元年度末時点の実績は目標を達 

成している。②についてはサービス利用を促すため、 

しごと専門部会等を活用した一般就労に向けての啓発 

を行い、利用者数の増加を目指していく。 

 

  

※ Ａ・・・順調に進んでいる   Ｂ・・・やや遅れている   Ｃ・・・大幅に遅れている 

様式第４号 令和元年度進捗状況評価シート 
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成果目標５ 

『障がい児支援の提供体制の整備等』 

 

目標 実施状況 

① 児童発達支援センターの設置 

加古川市立こども療育センターについて、地域の療育支援における中核施設

としての機能の充実を図るとともに、関係機関と連携し、地域療育の推進を

図る。 

・発達に偏りや遅れがあるこどもに対して診察・療育・通園を行い、発

達の課題に向き合いながら支援している。 

・必要に応じて連携会議等の開催によりネットワーク作りを行い、障害

福祉に関する情報の提供及び共有を図った。 

② 保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

保育所・学校園・サービス提供事業所・福祉行政担当課の連携を図るため、

協議会等を活用した体制の構築を図る。 

・保育所等訪問支援を利用できる体制は構築できている。 

・平成３０年度から引き続き、特別支援学級担任・通級指導教室担当

教員が参加する特別支援教育夏季研修会で障害福祉サービスについ

て講義を行い、周知を図った。 

・令和元年度実績の月平均利用者数は１２人であり、平成３０年度実

績の月平均利用者数１３人と比較すると１人減少した。 

③ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所の確保 

重症心身障害児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービスなどが、

身近な地域で利用できる環境を整備する。また、放課後等デイサービスガイ

ドラインの周知や遵守に向けた取組を行う。 

・平成３０年度から引き続き、重度心身障害児又は医療的ケア児の放

課後等デイサービス上限支給量を「当該月の日数－８日／月」とし、

支援の充実を図った。 

④ 医療的ケア児支援の協議の場の設置 

平成３０年度末までに、医療的ケア児支援の協議の場を設置する。 

・加古川市障害者自立支援協議会内で協議の場として位置づけている

「こども専門部会」において、障害児支援事業所連絡会を開催し、

情報共有や相談支援専門員との連携、勉強会（小児在宅医療の先生

による、支援者を対象とした非常用電源や災害時対応についての講

義）を実施した。 

 また、医療的ケア児・者の実態（人数は医療行為の状況）把握、市

令和元年度進捗状況評価シート 様式第５号 
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内放課後等デイサービス（重心児）事業所に対して、災害対策報告

及び重心児・者に対する心肺蘇生研修を実施した。 

・福祉と教育の連携を目的とするサポートファイル「きずな」の啓発

活動を行った。 

市評価  協議会意見 

Ａ 

①必要に応じた情報提供・共有は行えている。また、研修

においてもアンケート調査によるニーズ把握に努め、ニ

ーズにあった研修会を継続して実施することで、関係機

関の職員のスキルアップ等が図られており、今後も継続

して地域療育の推進を図っていく。 

②保育所等訪問支援を利用できる体制は構築している。 

受入側の学校園の対応については、引き続き、こども

専門部会との連携による連絡会議や支援者会議（学校、

保護者、事業所）の場において制度説明を行い、円滑な

利用促進を図っていく。 

③主に重症心身障害児を支援する事業所の新規開設はなか

ったが、需要に対するサービスの供給はできている。 

なお、平成３０年度に兵庫県から各事業所に対して

「放課後等デイサービスガイドライン」についての通知

がされており、令和元年度の各事業所における自己評価

結果表の公表について、取組が未実施である事業所はな

い。 

④医療的ケア児支援の協議の場は設置している。医療的ケ

ア児の支援における実態把握のため、アンケートを実施

している。今後については、取組内容や問題点につい

て、こども専門部会で検討を引き続き行っていく。 

  

※ Ａ・・・順調に進んでいる   Ｂ・・・やや遅れている   Ｃ・・・大幅に遅れている 



見込量
(5期策定時)

実績値
(令和2年3月)

率

人/月 282 327 16.0%

時間/月 4,827 5,685 17.8%

人/月 10 13 30.0%

時間/月 2,020 2,618 29.6%

人/月 51 47 -7.8%

時間/月 969 780 -19.5%

人/月 1 0 -100.0%

時間/月 20 0 -100.0%

人/月 0 0 -

時間/月 0 0 -

人/月 83 80 -3.6%

人日/月 332 332 0.0%

人/月 20 11 -45.0%

人日/月 100 69 -31.0%

人/月 517 475 -8.1%

人日/月 9,823 8,749 -10.9%

人/月 4 9 125.0%

人日/月 64 186 190.6%

人/月 11 9 -18.2%

人日/月 220 187 -15.0%

人/月 59 54 -8.5%

人日/月 1,003 931 -7.2%

人/月 115 144 25.2%

人日/月 2,338 2,882 23.3%

人/月 659 633 -3.9%

人日/月 11,072 10,888 -1.7%

人/月 15 9 -40.0%

人日/月 15 11 -26.7%

人/月 37 39 5.4%

人/月 5 0 -100.0%

人/月 89 110 23.6%

人/月 212 213 0.5%

支給決定人数 1,768 1,847 4.5%

件数/月 366 470 28.4%

人/月 6 0 -100.0%

人/月 5 3 -40.0%

令和元年度活動指標一覧

地域移行支援

地域定着支援

相談支援

R1

同行援護

重度訪問介護

居宅介護

短期入所（福祉型）

自立訓練（生活訓練）

自立訓練（機能訓練）

生活介護

短期入所（医療型）

重度障害者等包括支援

施設入所支援

居宅支援・
施設系

障害福祉
サービス

計画相談支援

共同生活援助

自立生活援助（平成30年度から新設）

療養介護

訪問系

日中活動
系

単位分類

就労継続支援Ｂ型

就労継続支援Ａ型

就労移行支援

就労定着支援（平成30年度から新設）

行動援護

1



見込量
(5期策定時)

実績値
(令和2年3月)

率

令和元年度活動指標一覧

R1
障害福祉
サービス

単位分類

実施有無 実施 実施 -

実施有無 実施 実施 -

障害者相談支援事業（ピアカ
ウンセリング） 障害種別 3 3 0.0%

障害者相談支援事業（基幹
相談支援センター） 設置有無 - 有 -

人 1 3 200.0%

実施有無 実施 未実施 -

手話通訳者派遣事業 派遣件数 992 772 -22.2%

要約筆記者派遣事業 派遣件数 30 17 -43.3%

手話通訳者設置事業 設置人数 2 1 -50.0%

介護訓練支援用具 給付件数 33 44 33.3%

自立生活支援用具 給付件数 56 60 7.1%

在宅療養等支援用具 給付件数 57 68 19.3%

情報・意思疎通支援用具 給付件数 58 65 12.1%

排せつ管理支援用具 給付件数 6,469 6,138 -5.1%

住宅改修費 給付件数 15 7 -53.3%

研修修了人数 21 20 -4.8%

利用人数/年 1,646 1,955 18.8%

利用時間/年 12,810 18,405 43.7%

箇所 14 11 -21.4%

利用者数 115 101 -12.2%

箇所 4 1 -75.0%

利用者数 25 25 0.0%

箇所 5 5 0.0%

利用者数 58 58 0.0%

箇所 5 5 0.0%

利用者数 32 18 -43.8%

福祉ホーム事業 人/年 3 3 0.0%

訪問入浴事業 回/年 384 422 9.9%

日中一時支援事業 回/年 2,567 5,634 119.5%

スポーツ･レクリエーション事業 人/年 375 453 20.8%

点字広報等発行事業 部/年 1,379 1,013 -26.5%

点訳奉仕員養成研修事業 人/年 20 22 10.0%

朗読奉仕員養成研修事業 人/年 20 28 40.0%

自動車運転免許取得費助成事業 人/年 5 4 -20.0%

自動車改造費助成事業 人/年 11 1 -90.9%

虐待防止対策事業 箇所/年 1 1 0.0%

知的障害者職親委託事業 延人数/年 12 0 -100.0%

地域生活
支援事業

その他事業

日常生活用具給付
等事業

移動支援事業

Ⅲ型

Ⅱ型

Ⅰ型

地域活動支援センター機能強化事業

意思疎通支援事業

手話奉仕員養成研修事業

理解促進研修・啓発事業

自発的活動支援事業

相談支援事業

成年後見制度利用支援事業

成年後見制度法人後見支援事業
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見込量
(5期策定時)

実績値
(令和2年3月)

率

令和元年度活動指標一覧

R1
障害福祉
サービス

単位分類

見込量
(1期策定時)

実績値 率

人/月 193 186 -3.6%

人日/月 2,123 1,821 -14.2%

人/月 5 0 -100.0%

人日/月 55 0 -100.0%

人/月 500 563 12.6%

人日/月 5,500 5,950 8.2%

人/月 9 9 0.0%

人日/月 9 9 0.0%

人/月 15 16 6.7%

人日/月 120 79 -34.2%

支給決定人数 778 840 8.0%

件数/月 171 198 15.8%

人

設置有無

設置有無

分類
障害福祉
サービス

単位

R1

障害児通
所支援等

教育と福祉の協議の場の設置（平成30年度から新
設）

医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整する
コーディネーターの配置（平成30年度から新設）

障害児相談支援

医療型児童発達支援

保育所等訪問支援

障がい児の相談窓口の設置（平成30年度から新
設）

放課後等デイサービス

居宅訪問型児童発達支援（平成30年度から新設）

児童発達支援
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